
令和６年度 富山県防災士養成研修事業実施要領 

 

１ 目的 

  住民の安全・安心の一層の確保のためには、住民が自らを守る「自助」、住民相互の

助け合いにより地域の安全を確保する「共助」、地方自治体や警察・消防等が担う「公

助」の役割分担と相互の連携のもと、社会全体で防災対策に取り組み、地域防災力を向

上させる必要がある。 

   本事業は、防災に関する高度な専門的知識・技能を有する「防災士」を養成するため

の研修を実施することにより、地域の防災力の要となる自主防災組織の活動の活性化を

図り、地域防災力を強化することを目的とする。 

２ 防災士養成研修講座の実施 

特定非営利活動法人日本防災士機構（以下「防災士機構」という。）の認証を申請し、

研修実施機関として研修講座を実施する。 

３ 受講対象者 

（１）市町村推薦受講者 

市町村からの推薦を受けた者とする。 

市町村は、公募により受講者を募集し、以下の点を参考に県への推薦を行う。 

ア 地域での防災活動に関する熱意及び活動経験等により、将来にわたって防災へ

の関心を持った取組みが期待できる者 

イ 防災関係業務（警察、消防（消防団）、自衛隊、市町村の防災担当部局等）に

従事している者又は過去に従事した経験がある者 

ウ 女性や学生等、幅広い人材による防災活動が期待できる者 

エ その他適当と認められる者 

（２）一般受講者 

  県内に居住し、「防災士」資格の取得を希望する者 

４ 受講定員 

  定員は、原則として市町村推薦受講者 360 名、一般受講者 120 名の計 480 名とする。 

  なお、女性の視点による地域防災力の向上を推進するため、市町村推薦受講者のうち

120 名を目安として、女性を優先的に受講対象者とする。 

  県は市町村推薦受講者に対し、受講料の一部を負担する。 

５ 受講料の負担額 

（１）受講者一人あたりの受講料の負担額は、以下のとおりとする。 

  ア 市町村推薦受講者 

  （ア）市町村負担金 ：2,800 円（テキスト代相当） 

  （イ）個人負担金  ：無料 

  イ 一般受講者 

     個人負担金  ：23,800 円（テキスト代を含む） 

（２）資格取得試験受験料（3,000 円）及び防災士認証登録料（5,000 円）は、受講料に

は含まない。 

 



６ 受講料の支払方法 

（１）市町村は、推薦者分の５（１）ア（ア）の市町村負担金を県の指定する方法で支払

うものとする。 

（２）受講者のうち５（２）に該当する場合は、県に対して、個人負担金を県の指定する

方法で支払うものとする。 

７ 講習日程及び講習会場（予定） 

  講習の日程及び会場は、次の表のとおりとする。 

回数 講習日程 講習会場 

１ 令和６年８月３日（土）～８月４日（日）の２日間 
富山県防災危機

管理センター

（富山市新総曲

輪 1 番 7 号） 

２ 令和６年 10 月２日（水）～10 月３日（木）の２日間 

３ 令和６年 11 月 30 日（土）～12 月１日（日）の２日間 

４ 令和６年１月 25 日（土）～１月 26 日（日）の２日間 

８ 業務分担 

（１）県が実施する業務 

  ア 実施日程の決定 

  イ 研修会場の確保 

ウ 市町村と協力しての市町村推薦受講者の募集及び決定 

エ 一般受講者の募集及び決定 

  オ 受講者名簿の作成 

  カ 研修の企画 

  （ア）研修スケジュールの作成 

  （イ）研修カリキュラムの作成 

  （ウ）レポート様式の作成 

  （エ）研修の講師の選定・派遣 

  キ 研修の実施 

  （ア）教材の送付 

  （イ）研修の実施・運営 

  ク 研修実施結果のとりまとめ等 

（ア）研修資料等のとりまとめ 

（イ）防災士養成研修修了者名簿・出欠名簿の作成 

（ウ）各受験者の試験合否情報のとりまとめ 

ケ 個人負担金の収納 

コ 防災士機構への各種申請等 

（２）市町村が実施する業務 

ア 市町村推薦受講者の募集 

イ 県への受講者の推薦（別紙「申請書（様式１）」の提出） 

ウ 市町村負担金の県への納入 

エ 受講者変更の際の県への報告（別紙「変更申請書（様式２）」の提出） 

オ その他関係書類の受講者への送付及び県への提出等 


